
令和５年度２月補正予算（案）
（3月7日 追加提案予定分）

１　一般会計補正予定額
（単位：千円）

国支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額 718,454,405 108,443,409 67,748,800 133,707,182 408,555,014

補正予定額 △38,029,518 △7,354,871 △3,969,700 △18,697,317 △8,007,630

合　計 680,424,887 101,088,538 63,779,100 115,009,865 400,547,384

【参考】２月補正予算額(追加提案分)の実績　　（単位：千円）

　　　R④△23,513,264　Ｒ③△36,812,724　Ｒ②△59,407,858　Ｒ①△37,155,753

２　特別会計補正予定額（13会計）
（単位：千円）

補正前の額 補正予定額 合計

2,734,577 △ 130,000 2,604,577

601,180 △ 399,000 202,180

317,613 △ 26,088 291,525

2,538,390 △ 1,181,664 1,356,726

6,900,600 △ 6,900,000 600

78,824,747 2,358,633 81,183,380

4,769,108 △ 19,000 4,750,108

歳　入 35,218,453 115,166 35,333,619

歳　出 37,251,240 100,481 37,351,721

歳　入 11,228,152 △ 421,486 10,806,666

歳　出 11,281,615 △ 419,372 10,862,243

歳 入 8,539,733 △ 992,450 7,547,283

歳　出 9,736,564 80,803 9,817,367

水 道 事 業 会 計 歳 入 2,030,864 △ 906 2,029,958

歳　入 3,438,035 △ 199 3,437,836

歳　出 4,558,999 241 4,559,240

地域開発事業会計 歳　入 65,458 △ 265 65,193

会　　計　　名 主な内容

令和６年３月４日
経営管理部財政課

区　分 金　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

収 入 証 紙 特 別 会 計 収入証紙納付の減に伴う繰出金の減

中小企業活性化資金特別会計 中小企業高度化資金貸付実績の減

林業振興･有峰森林特別会計 林道維持管理に係る事業実績の減等

公共用地先行取得事業特別会計 公共用地先行取得に係る事業実績の減

「元富山県営水力電気並鉄道事業」
資 金 特 別 会 計

一般会計への繰出金の減

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 保険給付費実績の増等

一般会計繰入金補正
(児童手当、基礎年金拠出金)

港 湾 施 設 特 別 会 計 県債償還金利子の減等

病 院 事 業 会 計
県リハビリテーション病院指定管理料
の増等

流 域 下 水 道
事 業 会 計

一般会計繰入金補正(償還利息減)

償還利息の減

電 気 事 業 会 計
一般会計繰入金補正(児童手当)
計上科目の修正

一般会計繰入金補正(児童手当)

工業用水道事業会計
一般会計繰入金補正(児童手当)
指定管理施設(ゴルフ練習場)電気代高
騰に係る増
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１　能登半島地震への対応 （単位：千円）
［補正後現計］

富山県被災者生活再建支援事業費補助金の追加 （厚生企画課） 297,000

[405,000]

事業内容

財　　源

（厚生企画課） 66,200

[75,000]

事業内容

財　　源

浄化槽設置推進事業費補助金の拡充 （環境政策課） 16,399

[38,579]

事業内容

財　　源

（高齢福祉課）
（こども家庭室）
（障害福祉課）

269,187

事業内容

財　　源

入善海洋深層水取水施設の復旧支援 （水産漁港課） 125,000

事業内容

財　　源

  （１）被災者への生活支援

被災世帯に対する知事見舞金の追加

　住家が全壊・半壊した世帯数の増加に伴い、知事見舞金を追加

　国の被災者生活再建支援制度の対象とならない被災者（半壊世帯）を対象と
した県独自の補助金について、被害件数の増加に伴い追加

　被災した住宅の浄化槽の更新や修理に対し、補助率を引上げて支援

  （２）被災した事業者への支援

社会福祉施設の災害復旧支援

一般財源

（補助率）3/4（国1/2、県1/4） 事業者負担1/4

社会福祉施設等災害復旧費国庫補助金　等

（実施主体）入善町
（対象経費）調査費及び復旧設計費
（補助率）1/2

水産業共同利用施設緊急復旧整備事業等補助金

　被災した海洋深層水取水施設の復旧を支援

　被災した社会福祉施設（高齢者施設、保育施設、障害福祉施設等）の復旧を
支援

（実施主体）市町村
（負担割合）県10/10
（対象世帯）半壊世帯（損害割合20％台）
（支給額）最大100万円

一般財源

（支給額）全壊10万円、半壊5万円

一般財源

（実施主体）市町村
（補助率）
  通常分:2/5（国2/15、県2/15、市町村2/15）自己負担3/5
  拡充分:4/5（国4/15、県4/15、市町村4/15）自己負担1/5※
  ※自己負担額は市町村が決定（上記は氷見市を想定）

令和５年度２月補正［３月７日追加提案分］予算（案）の概要

繰越明許費の設定

16,399

繰越明許費の設定

405,000

繰越明許費の設定

66,200

繰越明許費の設定

269,187

繰越明許費の設定

125,000
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（学術振興課）他 253,189

[568,350]

復旧箇所

財　　源

（高齢福祉課） 86,456

事業内容

財　　源

石川県へのドクターヘリ出動支援 （医務課） 4,800

財　　源

379,296

財　　源

２　事業費の変動に伴う予算調整 （単位：千円）
［補正後現計］

（地域産業支援課） △ 16,150,000

[89,573,000]

(農林水産企画課)
(管理課) △ 3,836,927

△ 1,432,266 [105,186,539]

△ 2,404,661

３　税収の変動に伴う予算調整

（税務課） △ 5,299,129

△ 4,600,000

△ 2,176,000

1,476,871

  （３）公共施設等の復旧

　２月補正（冒頭提案）以降に復旧経費が判明した県有施設等の災害復旧工事

　県内の介護施設等に受け入れた石川県の被災高齢者に対し、施設利用にかか
る食費や居住費等を支援

  （４）石川県の被災者への支援

被災高齢者の県内施設での受入れ支援

県立大学、県民共生センター、美術館、文化ホール、スポーツ施設　等

中小企業制度融資の減額

　利用実績を踏まえ、今後の突発的な資金需要に対応するための一定程度の予
算を確保したうえで減額

県税収入等の補正　【歳入予算】

・県税の減額(地方消費税の減など）

・地方譲与税の増額（特別法人事業譲与税など）

・国直轄事業負担金(土木部:△708百万円､農林水産部:△725百万円)

・一般公共事業　(土木部:△1,160百万円､農林水産部:△1,244百万円)

国直轄事業負担金、一般公共事業費の減額等

・地方消費税清算金収入の減額

一般単独災害復旧事業債　等

（補助先）石川県の被災高齢者を受け入れた介護施設等
（対象経費）食費、居住費等
（補助率）10/10（実費）

石川県負担金

　翌年度以降の能登半島地震への対応に充てるため、個人や企業からの寄附金
を基金へ積立て

寄附金　等

石川県負担金

  （５）寄附金の地域振興基金への積立て

　本県のドクターヘリが石川県へ出動するための運航経費を増額

繰越明許費の設定

86,456
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（税務課） △ 4,823,000

△ 4,643,000

△ 180,000

４　その他

（財政課） 2,075,299

（人事課） 2,577,000

県債管理基金への積立て

退職手当基金への積立て

　翌年度の退職手当に充てるため、必要額を基金へ積立て

・地方消費税清算金支出の減額

税収に連動する清算金・交付金の補正

・地方消費税市町村交付金等の減額

　翌年度以降の臨時財政対策債の償還に充てるため、令和５年度普通交付税の
再算定において創設された「臨時財政対策債償還基金費」を基金へ積立て
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